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1990年代半ば以降の日本の銀行危機は、金融システムが銀行融資中心の体系から、

資本市場中心の体系に変化すべきであることを示しているのだろうか。多くの専門家は、

そうだと考えているようだ。この考えは、もっと具体的には次のような主張につながってい

ると言ってよいだろう。

第一に、金融の余りにも多くが、銀行といういささか旧弊な、しかも不透明になりがちな

経路を経由してきたことが不良債権問題の根底にある。第二に、銀行部門が抱え込んだ

リスクは、預金者やさらには債務者（企業）を保護するという名目の下で預金保険制度な

どを通じて、政府（すなわち一般納税者）の負担に転嫁されてきた。さらに第三に、銀行

融資の基盤となっている企業との長期取引関係は不透明であるばかりではなく、債務者

企業の低迷状態を温存する傾向があり、企業のリストラクチャリングや産業の大きな転換

をむしろ妨げる。そのため日本経済は長期にわたって低迷状態から離脱できなかった。

日本経済の活力を回復し、効率的な市場経済を長期に支えていくためには、資本市場を

基盤とした金融システムへの脱皮が不可欠だというわけである。

私は、これらの主張の多くに基本的には賛成である。金融仲介は銀行を経由する仕組

みであろうと、あるいは資本市場を経由する仕組みであろうと、さまざまな市場の不完全

性、とくに情報の不完全性に対処する制度的インフラが必要なことは言うまでもない。た

とえば、銀行の融資を中心とする金融仲介の場合には、預金者（投資家）から委託され

た企業経営の評価・監視機能を銀行が忠実に果たしているか否かをきちんと監視する制

度が機能しなければならない。一方、資本市場を経由する金融仲介にあっては、一般投

資者の所有権が適切に保護されると同時に、彼らがリスクを自己責任で負担することを

保証する制度が機能しなければならない。また近年、多くの人 に々よって支持されている

かに見える（そして政策当局自体もその有効性を信じているかに見える）「市場型間接金

融」においても、間接金融の担い手として投資者と資本市場の間を媒介するエージェント

の行動に関する透明性を確保し、彼らに規律を与え、それを維持する仕組みが必要なこ

とは言うまでもない。

銀行危機と金融システムの変貌

中央大学　教授　堀内　昭義
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目下、熱心に進められている投資家保護のための法制度整備は、そのような制度イン

フラの確立を目指している。そのこと自体は、日本の銀行機能に偏重してきたかもしれない

金融システムの限界を打破し、より幅広い機能を実現する可能性を拡大するという意味で

歓迎されるべき動きである。しかし本格的な資本市場中心の金融仲介システムの効率性

や個人にとっての利用可能性を維持するコストも決して安上がりではない。ここ数年、アメ

リカで生じた企業と資本市場の関係にかかわるエンロン事件など、いくつかのスキャンダ

ルは、そのコストの高さを暗示している。それらスキャンダルが、アメリカの金融システムの

致命的な打撃になっていない理由は、スキャンダルに手を染めた多くの関係者たちが市

場から迅速に、かつ厳しく罰せられているという事実にある。市場にこのような機能を付

与するための努力も、銀行経営を規律づける有効な仕組みを構築し、維持するのと同じ

程度に、ばかにならないだろう。

また改めて言うまでもなく、私たちが経験した銀行危機は、銀行機能の全てが過去の

ものになったことを意味するわけではない。長期取引関係を基盤とする銀行と企業との

関係は相当の不透明性をはらみつつも、あるいはむしろ不透明性を金融の場から完全に

払拭することが難しいからこそ、存在する意味をもっている。とくに地域経済を支える中小

企業の金融という分野では、資本市場の機能が高まると予想される今後も依然として重

要であり、その分野に従事する金融機関を律する有効な仕組みの維持は、重要な政策

課題であり続けるだろう。

最後に、これらの点のほとんどが、これまでも散々主張されてきたことである点を指摘

しておきたい。今や10年近くも前に政府が打ち出した「日本版金融ビッグバン構想」はこの

ような金融システムの構造変化を実現するためのキャンペーンであり、その背景となった

理論は上に要約された主張そのものである。そして結局のところ、そのキャンペーンは銀

行危機による銀行の機能低下という抗いがたい事実による構造的変化に比肩する何物

かをもたらしたとは言いがたい。政府が重要な政策課題としてきた資本市場中心の金融

システムの構築が、なぜ順調に進められなかったのかを冷徹に分析し、その分析に立脚

して採用されるべき政策手順を提示することが専門家に求められている課題である。
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1. 地域の経済社会の現状と課題

司会 近年長い不況で疲弊した地域経済の再生、あ

るいは地域特性を生かした新たな発展が強く求められ

ていますが、その中で、金融の果たす役割もますます

高まっています。本日は、地域の経済社会の現況と課

題、地域金融の取り組みを踏まえ、今後の地域金融の

あり方、方向性について展望していただきたいと思いま

す。まずは地域の経済社会の現状と課題について、概

観していただきます。

大西 現在、国土審議会の委員をしており、間もなく

国土形成計画法の下で新たな計画をつくることになり

そうです。この法律では、従来の国土総合開発
・ ・

計画

という名称はやめ、目的からも「開発」という言葉はは

ずし「利用・整備・保全」の3つをキーワードとしてい

ます。つまり、開発中心の50年間から新しい時代に入

るということです。

これから、地域によっては非常に厳しい時代を迎え

るところも多いと思います。例えば人口推計ですが、社

会保障人口問題研究所（社人研）のほかにも、経済産

業省の地域経済研究会において、地域の産業動向を

加味した将来の日本の地域別人口を推計しています。

これは、産業を基幹産業（移出産業）と地域ニーズを

満たす地域産業（非移出産業）の2つに分けて、このう

ち基幹産業の伸びが雇用の増大、人口増を生じさせ

るというロジックを加えたものです。

この様な方法で全国269の都市圏を推計しています

が、このうち東京圏の2030年の人口は、社人研の予測

が2000年比で150万人ほど減少するのに対し、経産省

の予測では20万人程度の増加、また政令指定都市全

体では経産省も社人研もほぼ横ばいでの推移を予測

していますが、地方の都市圏については、社人研の予

測を更に下回る減少が予測されるなど、中央と地方の

格差拡大、弱肉強食の結果が現れています。

人口減少社会をはじめて体験するのは大都市であっ

て、地方はすでに過疎化を体験していますが、今後は、

さらにそのようなドラスティックな人口減少がかかってく

座談会

地域の再生・発展と金融の役割

成 城 大 学 　 教 授

東 京 大 学 　 教 授

日 本 政 策 投 資 銀 行
設備投資研究所 所長

村 本 孜 氏

大 西 隆 氏

丹 野 光 明

（司会）日本政策投資銀行 地域政策研究センター　室長　望月　幸泰

２００５年６月３日　日本政策投資銀行 本店
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る恐れがあることを想定して、地域のあり方を考えてい

く必要があります。

経済活動についても、日本は大企業の7割ぐらいが

東京23区に本社を持っているといわれるなど、相当な

一極集中になっています。北米では大企業のトップ100

社のうち、ニューヨーク市プラスその周辺に本社を置い

ているのは30社です。ヨーロッパについても、フランス、

イギリス、ドイツのシェアはEU15ヶ国のうち各々2割程

度に止まり、ドイツ1国をみても、それがまたさらにいろい

ろな都市に分散していますから、日本のように7割程度

が1ヶ所に集まっているという国は、我が国の競争相手

のどこにもないわけです。

東京によって日本の経済が支えられている、あるいは

国際競争力が確保されているという議論がありますが、

それは他国を見ればあまり根拠のある話ではない。世

界的にはむしろ都市が拡散、あるいは群雄割拠して経

済活動が展開されているということも参考にしながら、日

本の都市のあり方を考えていく必要があると思います。

村本 高齢化がどんどん進み、人口減少が起きている

のは地方に多いのですが、中小企業と呼ばれている

480万社の8割は地方にある、すなわち東京圏以外に

存在する統計もあります。

司会 足下の景気動向についてはいかがでしょうか。

村本 大企業の景気は確かに回復してきていますが、

それに遅れて、まだ踊り場とはいえ、中小企業もだい

ぶよくなってきている。例えば日本銀行の調査などを見

ますと、景気動向調査も、DIは依然マイナスだけれども

ゼロに近づいているということがあります。

しかしながら、数が多い小規模の中小企業について

は、ここにきても回復はまだまだ遅れており、踊り場から

滑り落ちるのではないかというような説もあるくらいです。

大企業、中堅、中小企業の上のほうのグループと、もう少

し小さなグループとの間ではかなり段差があります。

地域的に見ても、今、景気を引っ張っているのは輸出

関連、あるいは中国、アメリカ、ヨーロッパ関連の企業だ

と思われますが、その関連企業が多い地域は大変に

元気です。一番が中部圏、名古屋近辺で、中国地方

や九州の北部などにも比較的元気なところがあります。

しかしそれ以外は苦戦をしているところが多く、足下の

景気、そして長い目で見ても、まだまだ地域的な格差が

存在しているのではないだろうかと感じています。

財政面でも、国全体の動きが地方分権という方向を

向いているにもかかわらず、なかなかそれがうまくいって

いない。やはり財政力の格差等が顕著に現れていると

思われます。

司会 丹野所長、かつての地域業務の現場における

経験も踏まえ、現在の地域経済をどう見ていますか。

丹野 東北の支店長を離れて1年ぐらい経ちますが、

東北の景気も最近少し回復してきたという情報もある一

方、やはり現状の景気回復は大企業中心、輸出中心

で業種的にばらついており、このため地域によっても相

当ばらつきがあります。東北についていえば、全国に比

べるとまだまだ回復の足取りは遅いと思われます。

現在は、いわゆるリストラ景気ということで、企業が

収益力を回復させるためにいろいろな意味でコストダウ

ンを相当強めている結果、ある意味では中小・零細企

業に負担がかかっているということもあります。景気が

いいというけれども、それはごく一部のところに止まると

いう声は依然として根強いわけです。

また、海外との競争を考えますと、景気の回復が日

本列島全体に均霑
きんてん

されるのは容易ではありません。

それよりもこれからは地域間競争が活発になるので、何

らかの得意分野を出していかないと、業種ごと、あるい

は地域ごとの格差はむしろ広がってくるのではないかと

感じています。

2. 地域の再生、活性化に向けた地域金融の

役割

司会 次に、地域の再生、活性化に向けて金融がど

のような役割を果たしていくべきか、お話しいただきた

いと思います。

村本 地域に多い小規模の中小企業にどうやって元

気になってもらうかというと、大きく2つの側面があります。

1つは、新しい担い手にどんどん出てきてもらいたい、と

いうことです。最近の日本は、企業が新しくできる率（開

業率・創業率）よりも、企業が撤退をしていく率（廃業率）
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のほうが高くなってきており、事業の担い手が少なく

なっています。創業支援は重要な課題です。

もう1つは、現在ある中小企業を育成し、健全な発展

を促進するということです。さらに不振企業を早期に支

援して事業を再生することも大切です。

司会 その中で、リレーションシップバンキングの動向やそ

の効果につきましては、どのように評価されていますか。

村本 リレーションシップバンキングという言葉は、金融

庁が地域金融の育成を考え、2年ほど前から使い始め

たもので、俗にリレバンとも呼ばれています。

このことから、リレーションシップという、企業と銀行、

企業と地域の金融機関との間の密接な関係、あるいは

長い間の取引で培った、目に見えない、計数に現れな

い情報を活用して企業の育成を行っていくことにずい

ぶんフォーカスが当たるようになりました。すなわち、地

域の金融機関が、経営者の資質や性格といった情報、

従業員がいかに一生懸命やっているか、地域の評判

はどうか、あるいは業界の評判はどうかなどソフトの情

報を重視して、手間ひまかけて中小企業の実態を把握

し、それらを活用した金融を通じて企業の発展に結び

つけていきましょうということ、これがリレーションシップ

バンキングの考え方です。

リレーションシップバンキングはこの4月から第2ラウン

ドに入っていますが、第1ラウンド（平成15～16年度）に

おいて地域の約600の金融機関は、相当頑張っていろ

いろなことをやってくれました。例えば、金融庁の不良

債権のランキングで「要管理先」から「要注意先」への

ランクアップが2割に達するというデータもあります。

この企業業績の改善は、景気回復による影響が大きく、

景気が4割、経営者をはじめ中小企業自体の頑張りが

3割、残りの3割が地域金融機関の役割に止まる、とい

う調査もありますが、いずれにしても業績は相当改善

されているわけです。

もっとも、600の地域金融機関の半分位は「リレー

ションシップバンキングのように人を見てお金を貸すこと

は銀行として当たり前で従来からやっている」と考えて

安心してしまい、あまり一生懸命にやらずに過ぎてし

まったところも多いようですが、今後はぜひ頑張っても

らいたいと思います。また、金融機関には、自らの経営

計画を地域の人たちに分かるような形で発表し、それ

をきちんと進めて頂くことが必要です。金融庁はそれを

ウォッチする役割を持ち始めていますが、そのような金

融機関の取り組みが進めば、地域経済がよくなってくる

のではないかと思います。

最初に申しましたように、地域の金融機関は、創業

支援と既存中小企業の経営支援をきっちりやる、そして

少しでも悪くなったら早めに再生支援をする。このような

ことで、地域経済の担い手をできるだけ支えていこうと

いうのがリレーションシップバンキング、ないし地域金融

の考え方であると思いますが、現実もその方向で動い

ていると評価しています。

大西 先程村本先生がご指摘されましたが、創業が

少ないというのは、そもそもリレーションシップバンキング

の相手がしぼんでいっていることになります。1回失敗

村本　孜 氏 （MURAMOTO Tsutomu）
１９４５年 神奈川県生まれ。
一橋大学大学院商学研究科博士課程修了。
スタンフォード大学客員研究員などを経て、現在、２００５年４月新設の成城大学
社会イノベーション学部教授・同学部長。
独立行政法人中小企業基盤整備機構副理事長兼務。
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『日本人の金融資産選択』（編著 東洋経済新報社、１９９８年）
『制度改革とリテール金融』（有斐閣、１９９４年）
『現代日本の住宅金融システム』(千倉書房、１９８６年)
『現代国際通貨論』(有斐閣、１９８５年）
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するとなかなか立ち直れない風土が日本にあるといわ

れますが、ローカルではそれがもっと強いのかもしれま

せん。新しい創業者が現れてくるのを奨励するような風

土が地域には必要です。創業者の方も、一攫千金を

狙うのではなく、地道に会社を存続させることが新しい

サービスを社会に提供することにつながって地域の役

に立つわけで、そのような地道な人が大勢出てくること

が必要だと思います。

一方、金融面の支援について、われわれの研究室

ではアジアの地域開発やコミュニティ開発を研究してい

ますが、最近研究テーマとしてよく取り上げられるのが、

マイクロクレジットという仕組みです。これはバングラデ

シュから起こった制度で、先進国における地域金融や

リレーションシップバンキングと同一視はできませんが、

コンセプトが重なるところがあります。メンバーは連帯責

任を負うのですが、密着した関係の中でお互いがアド

バイスをしあっていろいろな知恵が生まれたり、あるい

は地域の支援を得て、生きたお金が使われるようにな

るという前向きな発想が含まれている。地域企業の、

地域に密着した、地域に根を張った活動が重視されて

いるという気がします。

先ほど申し上げた地域経済研究会の報告によれば、

地域の預貸率がかなり低下しているのが特徴的で、地

域は資金の供給源になっているが、資金が地域内で

十分使われていない状況です。一方で移出産業を育

てることが地域発展につながることを考え合わせると、

地域内で資金がどの程度有効に使われているか、とい

う側面から地域経済を見ることは非常に大事です。

司会 私ども政策投資銀行でも、地域の金融機関と

連携してリレバンの機能強化を通じた地域企業への金

融支援や、あるいはマイクロクレジットにヒントを得たコ

ミュニティクレジットなどの取り組みも行っています。

丹野 私どもは日本開発銀行と北海道東北開発公庫

の時代から、地域の問題への対応を大きな業務の柱

として取り組んできています。もともと全国に支店・事務

所があり、地域の金融機関との協調融資を通じて地域

経済のサポートをしてきたわけです。

そのような中で、金融庁からリレーションシップバンキ

ングが提示されました。私どもも近年、新しい業務展

開の中で事業の再生とかベンチャーへの支援を大きな

テーマとし、専担部も設けて取り組んでいましたことか

ら、地域の金融機関と政策投資銀行とが連携をして、

そのような分野に取り組んでみてはどうかというご指導

がありました。

このため、地方の銀行や信金中金と業務協力協定

も結びましたが、リレバンの取り組みの中で地銀との協

調が大いに進んだものと思っています。事業再生や創

業は民間の金融機関の業務としてみるとリスクが大き

く、単独ではなかなか取り組みにくい分野ですが、政

府系の機関と連携していただいたというのは、非常に

よいことだったと思います。このような分野は、むしろこ

れから地域の金融機関でも本格化してくるのではない

かと思っています。

司会 最近、事業再生や都市再生、ベンチャーなどの

大西　隆 氏 （ONISHI Takashi）
１９４８年 愛媛県生まれ。
東京大学大学院工学系研究科博士課程修了。
長岡技術科学大学工学部助教授、アジア工学大学助教授、
東京大学工学部都市工学科教授を経て、現在、東京大学先端科学技術研究センター教授、
同大学院工学系研究科都市工学専攻教授、国際連合大学高等研究所客員教授。
国土交通省国土審議会委員、経済産業省産業構造審議会委員等を歴任。
都市工学・都市計画専攻。
主著 『逆都市化時代』（学芸出版社、２００４年）

『都市再生のデザイン』（編著 有斐閣、２００３年）
『分権改革の新展開に向けて』（共著 日本評論社、２００２年）
『オフィス立地の新展開』（日本地域開発センター、１９９４年）
『テレコミュニケーションが都市を変える』（日経サイエンス社、１９９２年）
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ファンドをはじめ、さまざまな金融ツールを活用した取り

組みがなされています。

村本先生は中小企業基盤整備機構の副理事長も務

めておられますが、そこでの取り組みやご経験も踏ま

えて、最近の金融手法についてお話下さい。

村本 銀行などの金融業はあらゆるリスクを取ることが

できるわけではなく、ミドルリスク・ミドルリターンぐらいの

ところがせいぜいです。ハイリスクの分野は、事業再

生しかり、あるいは創業支援しかりなのですが、リスク

が高いところにどう対応するか。1つには人材育成、目

利きを大いに養成すればいいが、これは一朝一夕には

いきません。そこで、政策投資銀行のような金融ノウハ

ウを蓄積したところがそのお手伝いをするのは、大きな

力になります。

しかし、それだけでは十分ではない。いわゆる投資

ファンドと呼ばれるような、リスクを取れるスキームを使

わざるを得ないのです。

さまざまなファンドがつくられていますが、1つは、ベ

ンチャーを支援するためのファンドです。民間ではなか

なかリスクが取りにくいということで、中小企業政策の一

環として、中小企業基盤整備機構が支援している現在

57のベンチャーファンドが1,000社ぐらいに投資をしてい

ます。そのうち40数社がいわゆるエグジットであるIPO

（新規上場）に至っており、かなり頑張っていると思いま

す。新規事業の新興市場に上場している企業数はまだ

それほどないわけですが、その予備軍は相当できてい

る。もう1つ、創業ではない既存の中小企業にも頑張っ

てもらおうという「がんばれ！中小企業ファンド」がありま

す。これは、例えば大手の商社とかメーカーなどノウハ

ウを持った企業と組みながら、中小企業の販路開拓や

商品開発を進めるような新たな事業展開を支援するも

のですが、5つほどファンドが作られています。

事業再生に関するファンドについては、民間も積極

的で、私の知る限りでも50近くが、各都道府県におい

て産業再生機構の受け皿として組成されています。た

だ、民間のファンドはなかなかコマーシャルベースに乗

らないことから、ファンドはあるけれども実際の投資先

はあまりない、ということもいわれています。そのため中

小企業基盤整備機構でも再生ファンドを8つぐらい組成

していますが、お金を出すだけではなく、経営相談か

ら始まり、最終的にはDDS（Debt Debt Swap．貸出債

権の劣後ローンへの振替）とかDES（Debt Equity

Swap．債務の株式化）などさまざまな手法を使いなが

ら支援してきました。機構は、例えば30億円のファンド

であれば半分補助しますが、その運営システムにも機

構から人が必ず入り、支援ツールを提案しながら進めて

いきます。ファンドは基本的にはGP（General Partner）、

いわゆる無限責任のパートナーが運営していきますが、

独立系の投資会社をGPとした中小企業再生ファンドも

でてきています。従来は地銀のGPが多かったのです

が、新しい手法や担い手も生まれており、今後はそれ

らを活用して広域的なファンドをつくるのも効率的では

ないでしょうか。また、政策投資銀行とタイアップすれば、

よりうまく機能すると思います。

丹野　光明 （TANNO Mitsuaki）
１９５２年 福島県生まれ。
東北大学経済学部卒業。
日本開発銀行入行（現日本政策投資銀行）、
地方開発部長、新規事業部長、東北支店長を経て
現在、設備投資研究所所長。
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ファンドというのは、一般の金融機関では取れないリ

スクを積極的に取り、さまざまな支援ツールを加えなが

ら、企業の育成発展ないし再生に寄与しようというス

キームであると理解をしています。従来日本ではこの分

野はあまり発展してこなかったわけですが、ようやくいろ

いろな企業も参入するようになりました。緒についたば

かりと言うべきかもしれませんが、ここ数年の動きを見

ますと、よい方向に向かっているものと評価されます。

司会 景気の回復などもあり、今後、ファンドの役割も

変化していくと思われますが。

村本 これまでは、地域のものは産業再生機構案件が

多かったのですが、産業再生機構がその機能を終え

たことから、別の受け皿が必要になると思います。

特に事業再生というと、民間銀行のなかには財務リ

ストラをやれば事業再生と思ってしまう方も多いのです

が、本当は事業の立て直しが必要なわけですから、そ

こに様 な々支援をしていかないといけない。様 な々ノウ

ハウやソフト情報を提供しなければいけない。ただそ

れがなかなかできないというのが再生のネックになって

いる気がします。

司会 大西先生、ファンドなどの地域活性化ツールと

大学との関わりについてはいかがでしょうか。

大西 ベンチャーファンドの話は、今までは大学とはあ

まり縁がなかったのですが、最近は大学も急速にそう

した動きに巻き込まれつつあり、大学発のベンチャーを

増やそうということになっています。

技術開発の相当部分は大学で研究し、これを生か

して製品化し企業を立ち上げようという動きが急速に

増えてきています。特に私がいる先端科学技術研究セ

ンターには、事業化に関心のある先生が集まっている

こともあって、いろいろなアイデアがセンターを中心に出

されています。

ただ、研究者と経営者は要求される資質がだいぶ

違います。大学発の技術がうまく世の中で活かせる仕

組みがないと、大学発ベンチャーはたくさん出てこない。

実際にベンチャー企業を興すときには、社長としての適

任者をどのようにしてリクルートしたらいいのかとか、法

務上の問題や利益相反についてどのように整理するの

かなど、様々な問題に対する適切なアドバイスが必要

ですが、それができるような人材はまだまだ不十分だ

と思います。

特に地方の大学では、そのような人材の確保は一層

難しいと思います。このため、大学の所在都市だけで

はなく、もう少し広い範囲で確保を考えていく必要があ

ります。つまり実際に技術開発をしている研究現場を取

り囲むような知的サポート集団が形成されないといけな

い、それは1県という範囲を超え、何県かが協力して拠

点都市にそうした機能を備え、そこに行けば、いろいろ

なアドバイスや支援が得られる、そのような仕組みが必

要であると思います。

村本 その関連で1つ。九州大学に安浦先生というシ

ステムLSIの専門家がおられますが、先生を中心に福

岡システムLSIセンターが作られました。そこでは技術

者だけではなく、ベンチャー企業や弁護士、弁理士な

ど様々な人材が加わり地域のプラットフォームとしてソ

フトの支援とハードの支援、そして人材育成を行って

います。これは福岡県産業・科学技術振興財団（IST）

が運営していますが、このような仕掛けは1つの成功事

例かもしれません。

司会 丹野所長、地域再生あるいは新規事業支援も

含め、地域金融の方策についてお話し下さい。

丹野 創業の場合でも再生の場合でも同じですが、

資金提供者が単に資金を出すだけではなく、経営にも

参画しながら、企業の創業、再生を支援していく。そ

の場合、エクイティを取得しないと経営権にタッチできま

せんので、ファンドからの出資が経営への参画支援に

おいて強力なツールになっています。

ファンドの運営を担うファンドマネージャーとして活躍

するのは、銀行だけではなく、証券会社あるいは商社、

コンサルタントなど様々な分野の方々ですが、事業全

体を幅広く見られる方に来ていただかないといけない。

例えば金融の立場からだけで事業の創造とか再生は

できず、金融や事業の創造、再生に関するノウハウと人

的ネットワークが必要です。実際、地域の金融機関と

ファンド業務の経験者などが一緒にやっていくケースが

全国で増えてきますが、その中で、中小企業基盤整備
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機構や私ども政策投資銀行もお手伝いをしていく必要

があるのではないかと思います。

一方、私が東北支店長時代に、東北インキュベー

ションファンドという、大学発のベンチャーに絞った比較

的大型のファンドが組成されましたが、これは新潟県も

含む東北7県を対象にしたファンドです。対象エリアを

狭い地域に限定しますと、どうしてもプロジェクト自体の

数が限られますが、広域的な取り組みは、よい人材を

集める意味でも望ましいと思います。

また、事業再生について、特に地域の場合には旅館

などの案件も多くなっていますが、時代に合った経営

に転換することが再生につながっていくと思います。金

融機関としても、単なる債権カットだけではなく、債権を

株式の形に変えて、成功時には相応の金額で回収す

るなど、様 な々手法を考えていくべきでしょう。

3. 地域における連携と金融

司会 次に、地域の新たな発展に向けた連携という

視点からお話いただきたいと思います。多くの地域で

官民連携・公民連携が進展していますが、このような

パートナーシップの動向や役割についてお伺いします。

大西 公益的な活動は地方公共団体を含む公共サイ

ド、民間サイドは利潤追求、という従来の仕切りではな

く、様々な形で公民の中間的な活動が現れてきていま

す。例えばPFI事業は利潤追求型の民間企業が公共

事業の一部にかかわるという組み合わせです。PFIも

面白い試みですが、公共的事業の中でも利益を生むよ

うな事業については、その先には民営化があるのだろ

うと思います。民営化は収益一点張りで弱者切り捨て

との批判も当然出てきますが、そこは社会的な救済

ルールをつくって、きちんと対応する道もあるでしょう。

一方で、私が非常に注目しているのは、市民活動そ

のものが公益的な事業を担う主体として登場してきてい

るということです。今までは生活の場面においてのみ位

置づけられてきた市民が、広い意味での産業活動とか

社会活動の中に組み込まれてきているということです。

これらの動きの全体をみないと新しいかたちの公民連

携はとらえきれません。NPO法人もずいぶん数が増え

ていますが、NPO法人を名乗らない組織や中間法人

などいろいろな形態組織が新しい活動主体として出て

きています。そのような市民発の公益的な事業をうまく

育てていくことも、社会生活全体を豊かにしていくため

には必要なことなのではないか。小さなものは、街路樹

の下に花を植えたり街路樹が枯れないように守ったり

する取り組みから、最近ではLRT（Light Rail Transit．

低床式路面電車）を自分たちで走らすことを旗印にする

市民団体も現れてきています。

このうち、すぐに金融支援に結びつく事業は僅かで

すが、最近の例では、市川市で税金の一部を市民の

公益事業に利用する制度が発足しました。市民活動に

新しい資金のルートができたことは、大いに注目すべき

だと思います。なお、アメリカの統計では、市民活動組

織がGDPの7％程度を占めています。同様の統計をと

れば、日本でも医療法人や学校法人が入るので数％ぐ

らいにはなりますが、やがて経済全体の中でも無視で

きない動きになる可能性はあると思います。

司会 一方、パートナーシップの動向とそれに対する

地域金融が果たす役割につきましては、いかがお考え

でしょうか。

村本 パートナーシップには、官民連携という方向と、

市民セクターがNPO的な活動を含めて多様な主体と

連携する方向とがあると思います。いずれも地域の

ニーズがどのように満たされるかということが重要な視

点で、そこに官と民が連携する余地が様々にあるわけ

ですが、それには、地域金融機関の支援も必要です。

例えば、県立病院が建て替えをしたいとか、新しい

事業に転換したいというとき、お金がない場合にはPFI

の手法を使うことがあり得る。あるいは公共交通機関

やライフラインの事業などについても地域の金融機関が

お手伝いできるなど、様々なパートナーシップが可能で

す。このように、地域のニーズを実現するのに、PFIある

いはPPPといった手法は非常に重要であると理解して

います。

また、従来型の金融だけではなく、マーケットをいか

に活用するかということも大切です。間接金融と直接金

融をリンクする証券化や債権の流動化の手法がありま
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すが、これらに官民連携がどのようにコミットできるかと

いうのが大きな課題です。

もう一方の市民セクターの行動についても、市民の

新しい動きをいかに活かし、地域のニーズをいかに実

現するか、あるいは地域の発展に寄与するためにはど

のように誘導するか、ということも重要な視点です。

更に、以上のような官民連携、市民セクターの動き全

体をいかに統合するのかも大切です。その際は、地域

の金融機関がプレイヤーとして中心になってほしいと思

います。一方で、地域金融機関の預貸率は6割とか7

割に止まる。ということは余っているお金をいかに結び

つけるかを考えなければなりません。アメリカではCRA

（Community Reinvestment Act．地域再投資法）によ

りある程度コントロールしていますが、日本では、例えば

人口減少地域あるいは衰退地域への融資を積極的に

表彰するとか、格付けを高くするなどのインセンティブを

与えることを考えるべきと思います。また、銀行の預金

保険料を安くするということもあるでしょう。このような新

しい視点が必要なのかもしれません。

丹野 連携について申しますと2つの特徴があります。

官と民との連携、官民共同事業は、多くは第3セクター

という事業形態により行われてきましたが、特にバブル

経済の崩壊を大きなきっかけとして経営破綻が続いた

ことから、従来型の第3セクターによる事業は反省を迫

られているわけです。

このような第3セクターは、官民の役割分担が事前に

十分詰め切れておらず、将来のリスクや官民の役回り

がはっきりしませんでしたが、PFIなど最近のノンリコー

スローンの世界では、最初から将来のリスク分担につ

いてきちんと取り決めているところが特徴です。このよう

に、一定の収益事業のところには民間が入り、そうでな

いところは公の事業というように、役割とリスクを明確に

分担するというのが、最近、特に鮮明になってきました。

また、村本先生のご指摘のとおり、地方では預貸率

が非常に低い。特に東北地方はかなり低いのですが、

これは資金を回す対象が少ないという理由もあるので

す。金融はあくまでも融通事業ですから、債権の保全な

り資金の回収が最低限必要なわけですが、金融機関

だけがリスクを負うのではなく、証券化などを活用して

地域全体でリスクを分け合うという仕組みもありえます。

金融ベースに乗り得るような枠組みを整備することが、

地域の資金が円滑に回るポイントであると思います。

司会 起業化支援においても、産学官の連携や、地

域金融機関の金融機能、コーディネート機能は重要で

すね。

丹野 地方は、公共事業に依存したり企業誘致に取

り組むということにより、地元の経済や雇用を支えてき

たわけですが、公共事業は財政の問題もあって、先行

きますます細ってくる。かつ、企業誘致も、生産の海外

シフトなどの中にあって土地や賃金が安いというだけで

地方に企業が来る時代はもう終わりました。このため、

地域が自立していくためには、大学の技術を活用する

とか地域の食材を活用するなど、地域の資源を活用し

た新しい事業を創造することが不可欠ですが、いずれ

の場合でも、産学官の連携が有効ではないか、という

思いを強くしています。

すなわち、前にも述べましたが東北地方では、東北経

済連合会に音頭を取っていただいて、地域の金融機関

や東北電力さんなどの産業界、東北大学など東北地方

の各大学、宮城県や山形県、仙台市などの自治体に、

政策投資銀行も加わり、総額30億円強の東北イン

キュベーションファンドを立ち上げました。このようなベ

ンチャーキャピタルの形をとって、投資家のお金を預っ

て一定期間に成果をあげなければならないという緊迫

感をもって企業の支援に取り組まないと、産学官が連携

しても、事業の創造に結びつくのには限界があるのでは

ないかと思います。その意味で地域におけるベンチャー

キャピタルの役割は非常に大きいと思っています。

私どもとしても引き続き、これまでの経験や人的な

ネットワークも活かしながら、ベンチャーキャピタルの運

営をお手伝いするとともに、担保力の乏しいベン

チャー企業やIT企業など、知的財産権や新株予約権

を活用したファイナンスにより支援してまいりたいと思

います。

村本 先ほどの九州のLSIは産学官連携のよい事例

ですが、そこまでいかなくても、地方の大学に上京して
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もらい、東京の信用金庫の空き店舗を利用して東京の

企業と地方の企業とのマッチングをするというコラボ

レーションの試みもあります。こうした取り組みや様々な

連携がどんどん出てきています。ただ、これにはどうして

もコーディネーターが必要で、そのノウハウは全国区で

ないとなかなか難しい。地域金融機関だけでは処理

できないとなると、やはり多少ノウハウを持ち、公（おお

やけ）的な考え方を持ったところが活躍する余地はまだ

あるのではないかと思います。そういう意味では、政策

金融機関の役割はまだまだ十分あると思っています。

また、先ほどのお話のように大学の教員はアイデアや

特許は持っているけれども商売まではできないという話

もよく分かります。情報がどこにあり、どのような情報が

使えるのかということを教える案内人、コンシェルジュの

ような役割を持つところがないとなかなか成功しないと

思います。産官学連携といわれて久しいのですが、成

功事例が多くないのは、そんなところにネックがあるの

ではないでしょうか。一方、これまで世の中に成功事例

として取り上げられていないようなものを、発掘して情報

提供してあげるという機能も必要だと感じています。

大西 最近、特に大学に対する研究開発費が、第2の

公共事業といわれるくらい、かなりの額で出ていますが、

無駄な研究では意味がない。研究成果（アウトプット）

をきちんと出し、社会にうまく活かしていく仕組みを太く

する必要があると思います。ただ、アウトプットを活かす

仕組みばかりが拡大されると中途半端な研究が社会

化されているという問題も起こりますから、研究成果の

目利きの確保は大事です。

研究開発の成果をいかに社会に還元するか、そこに

焦点を当てた制度づくりなり、人材の登用が必要な時

期になっていると思います。

4. 地域の発展と金融のあり方

司会 最後に、今後の地域の再生・発展と金融のあり

方、方向性について、総括的に展望して下さい。

村本 地域の金融は地域の金融機関がやるのが基本

であると思っていますが、ファンドやPFI、あるいは証券

化など、金融の活性化にもつながる様々な手法を活用

すべきです。また従来の地域金融の大きなネックは、担

保、保証に頼る融資が行き過ぎていたことだと思いま

す。このため知的財産権や、売掛債権、在庫など、従

来担保としなかったものも活用すべきです。

私が最も興味をひかれ、普及を願っているのは、政

策投資銀行も支援しているコミュニティクレジット、マイク

ロクレジットです。物的担保に依存しなくても地域の信

頼でお金が回るような仕組みは重要です。コミュニティ

クレジットは、まず神戸で組成され、｜これは非常に成

功したと思いますが｜その後諏訪でも組成されました

が、これが全国に広まれば、各地域で地域の皆さんが

支える産業ないし事業が創造できると思うのです。

アメリカには協同組織の金融機関はありませんが、地

域の住民それぞれが銀行の株を所有しているため、い

わば出資証券を各人が持っている組合と同じことです。

もし売買によりホールディングカンパニーに移転してしま

うと、地域金融が活性化しなくなるマイナス面も指摘さ

れていますが、地域の銀行を住民で支えるという原点

を生かしながら、なおかつ、資金を活用する器を用意

するということが大切です。そのためコミュニティクレ

ジットのようなものは是非必要です。

大西 今、日本の地域は過渡期にあると思うのです。

人口にしても出生率が1.2台ですから、このまま続くと

1ジェネレーションで人口が6割ぐらいになり、更にゼロ

に向かって進んでいく。そうなれば大変なことになる。

一方、国連は日本について「今世紀の終わりには出生

率が2.05ぐらいに回復して安定する」と予測しています

が、そういう意味でも、今は過渡的な時期だと考えな

ければいけないと思います。

例えば団塊の世代をはじめとして、次第に高齢者層

が分厚くなるが、この世代が必要とする年金や福祉に

どのように対応するか、この時期をどう過ごすか、これ

が過渡期の重要な課題の1つです。更に、地域の人口

減少傾向をどこかで反転させる、少なくとも安定させる、

これも、過渡期に課せられた大きな課題です。

一方、地方の拠点都市の役割は、今後非常に重要

になってきます。先ほど日本には269の都市圏があると

言いましたが、それは人口3,000万人の東京圏から小
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さな都市圏まで千差万別です。これが全部一緒に発

展するということはあり得ないわけで、それなりの拠点

性があるところが実質的に地域社会を支えていく原動

力になると思います。特に経済活動、産業活動につい

てはそうです。ヨーロッパであれば一国に値するような

地域が日本の中にはたくさんあるわけですから、そうい

うところで経済活動、産業活動が自立的にできないは

ずはないと考えなければいけない。やはりそれぞれの

地域の得意技を生かして、基幹産業、移出産業を育て

ていくことを真剣に考えなければいけないと思います。

金融については、預金が目減りしないようにしようとす

れば、頑張っている人に賭けてみるということになる。

そうなれば、投資マインドが豊かな人がもう少し増えて

くる時代もくるのではないでしょうか。

丹野 私ども政策投資銀行の業務の3本柱の1つに地

域の再生がありますが、私どもも含め金融機関に期待

されている役割は、単に資金を融通するだけではなく、

金融業務を通じて知り得た情報・ナレッジをいかに地

域に還元していくかであると思っています。

もとより地域の金融機関は、地域とは運命共同体で、

地域の経済がよくなければ金融機関自体もやっていけ

ませんし、金融機関が駄目になると地域経済も疲弊し

てしまうという、お互いに密接な関係にあります。またい

ずれの地域でも、地域の金融機関は人材、情報の中

心的な存在で、地域の発展に向けて、様々な役割を

担っています。例えば、新しく事業をつくる、あるいは具

合の悪くなった事業を再生する、さらには地域間競争

の中で地域のグランドデザインづくりに協力していくこと

など、重要な役割を幅広く担っています。

私ども政策投資銀行も、地域の課題に対して地域の

金融機関と一緒にお手伝いをしていくことが、大きな役

割であると思っています。

司会 本日は、地域の再生、発展と金融の役割という

ことで、さまざまな角度から大変示唆に富むお話をい

ただきました。どうもありがとうございました。


